
2024年度（令和6年度）

自己点検評価表

学校法人 中村学園

国際トラベル・ホテル・ブライダル専門学校

自己評価完了日　2025年（令和7年）9月17日



　

　（１）教育理念・目標　　　　　　　　　　（７）学生の受け入れ募集
　（２）学校運営　　　　　　　　　　　　　（８）財務
　（３）教育活動　　　　　　　　　　　　　（９）法令等の遵守
　（４）学修成果　　　　　　　　　　　　　（１０）社会貢献・地域貢献
　（５）学生支援　　　　　　　　　　　　　（１１）国際交流　　　　　　　　　　　　
　（６）教育環境　　　　　　　　　　　　　
　

１．学校の教育目標

【教育の基本理念】

　ホスピタリティ・マインド豊かな社会人の育成

【教育の基本方針】

　（１）ホスピタリティ ： お客様に喜ばれる、ホスピタリティ・マインド溢れた人材の育成

　（２）臨　機　応　変 ： 変化に動じず、臨機応変に対応できる逞しい人材の育成

　（３）国　際　感　覚 ： 地球規模でものごとを考えられる、国際感覚豊かで好奇心旺盛な人材の育成

　（４）即 　  戦　   力  ： 実務の場で柔軟に対応し、即戦力として活躍する意思と能力を持った人材の育成

　（５）挑         　　 戦 ： 充実した環境の中で、自主的に挑戦する気質をもった人材の育成

２．本年度に定めた重点的に取り組むことが必要な目標

　（１）評価対象期間

      　 2024年度　(2024年4月1日～2025年3月31日)

  （２） 実施方法

       ① 学内から適当なメンバーを選出し、自己評価委員会を設置する。

       ② 評価項目は「専修学校における学校評価ガイドライン」則ったものとする。

       ③ 評定は達成度とし、４段階評価とする。

　        ４：達成度80%以上

　        ３：達成度60％以上

　        ２：達成度30％以上

　        １：達成度30％未満

       ④ 評価項目に対する「現状」・「課題」・「今後の改善方策」・「特記事項」を記載する。

       ⑤ 評価後は、学校ホームページで自己評価報告書として公表する。

５．評価項目

「ホスピタリティ・マインド豊かな社会人の育成」の、さらなる目的実現に向け、「それぞれのチームが最強のチームに成長すること」そして「挑戦する組織であること」と考え

る。重点課題である募集、教育、組織については、「進化」「変化」「強化」という３つのキーワードを軸に刷新した新成長戦略で教育と組織文化を再生する。「観光業とその周辺

産業」は、２１世紀における我が国の基幹産業と位置付けられ、重要な政策の柱となっている。この日本の将来を担う産業に必要とされる人材育成は、我が国の重要な課題であり、

まさしく当校の存在意義そのものである。その人材育成の最前線に立つ我々は、自己の使命と責務に誇りを持ちながら、これからも、たゆまぬ成長と挑戦を続ける組織でありたいと

考える。

具体的な目標項目は次の通りである。

　（１）安定した学生数の確保

　（２）企業と連携した教育課程編成と学修成果の向上

　（３）学生満足度の向上

　（４）学生の希望に合わせた進路決定率の向上と内定後の指導

　（５）退学者の低減

　（６）組織の円滑な運営と職場環境改善

３．評価の基本方針

　（１）本校の教職員が、本校の教育理念、目標等に照らして自らの教育活動、学校運営について目標を設定し、

　　　　その達成状況や達成に向けた取り組みを評価する。

　（２）自己評価から課題や改善点を見出し、更なる学校の質向上のための学校運営に取り組む。

　（３）自己評価の結果は、学校関係者評価委員会に報告し、委員会からの客観的な視点から意見をいただき、

　　　　良いものは計画的に取り入れ、改善を図る。

４．評価の実施方法
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（1）教育理念・目標

評価 点数
23年度

評価

23年度

点数

22年度

評価

22年度

点数

21年度

評価

21年度

点数
評価根拠 評価指標・観点

1 学校の理念・目的・育成人材像は定められているか 4 90 4 90 4 90 4 90
キャンパスライフマニュアル、

学則、入学案内書

2
教育目標、育成人材像は、専門分野に関連する業界等の

人材ニーズに向けて方向づけられているか
3 75 3 75 3 70 3 70 入学案内書、シラバス

3
学校の理念・目的・育成人材像・特色などが

学生・保護者等に周知されているか
4 80 4 80 4 80 4 80

キャンパスライフマニュアル、

シラバス、保護者会資料、

入学案内書

4
特色ある

教育活動
理念等の達成に向け特色ある教育活動に取り組んでいるか 3 75 3 75 3 70 3 60

履修科目一覧、

教育課程編成委員会資料

5 将来構想 社会のニーズ等を踏まえた学校の将来構想を抱いているか 3 75 3 70 3 70 3 60
教育課程編成委員会資料、

学校関係者評価委員会資料

項目評価（平均） 3.4 79.0 3.4 78.0 3.4 76.0 3.4 72.0

①現状・課題

1

2

3

4

5

②今後の改善方策

2、5

③特記事項

　特になし

６．評価項目の達成及び取組状況

評価項目

理念

目的

育成人材像

1. 教育理念・目的

2. 人材育成像

(1)学校の教育理念・目標の設定

(2)時代、社会、学習者のニーズへの適合

(3)定期的な点検、見直しの実施

　（時期・方法・組織）

(4)教育理念・目標の教職員・生徒・学生等

   への浸透方法、浸透度

学則に定める目的に則り定めている。入学案内書、学校ホームページ、キャンパスライフマニュアルで周知されている。

企業、教育課程編成委員、及び卒業生意見等も勘案し、定められた共通の理念や方針に対して学科に落とし込んだ目標設定を行っている。

頭髪に関する染色に関しては各学科ごとの判断とし、近年多様化
入学案内書、ホームページ上で学生・保護者に対し周知し、より多くの保護者に周知出来るよう、オンラインを活用した就職保護者説明会を実施した。

専修学校の特色化として企業実習や業界人を招聘しての授業などにも積極的に取り組んでいる。学修成果として学んできた分野について自ら調査研究し

発表するという卒業研究、学科によっては実技の成果発表や海外研修旅行・海外インターンシップによる語学や他国文化に触れる機会も取り入れてい

る。
観光・レジャー・エンターテイメント業界特性を活かし、テーマパーク科にダンス要素を取り入れたダンス選考を新設し募集を開始。

また、観光科・鉄道科・テーマパーク科を中心にPCやタブレット・クラウドシステム用いた授業運営ならびに科目としてSNSマーケティングの授業も開

始。

卒業生との接触機会を増やし、卒業後の活動や業界の詳細情報を取り入れ、各業界の人材ニーズをブラッシュアップしていく。
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（2）学校運営

評価 点数
23年度

評価

23年度

点数

22年度

評価

22年度

点数

21年度

評価

21年度

点数
評価根拠 評価指標・観点

1 運営方針 目的等に沿った運営方針が策定されているか 4 90 4 90 4 90 4 90 重点方針

2 事業計画 運営方針に沿った事業計画が策定されているか 4 90 4 90 4 90 4 90 重点方針

3 運営組織は文書等において明確化され有効に機能しているか 4 90 4 90 4 90 4 90
組織図、職務・業務分掌、

就業規則

4 意思決定プロセスは整備され機能しているか 3 70 3 70 3 70 3 70 会計・文書管理システム

5 人事、給与に関する規定等は整備されているか 4 90 4 90 4 90 4 90
就業規則、給与規定、

人事考課表

6
コンプライ

アンス
業界や地域社会等に対するコンプライアンス体制が整備されているか 3 60 3 55 3 60 3 60

危機管理プロジェクト、消防計

画、協定書、講師心得、就業規則

7 情報公開 教育活動等に関する情報公開が適切になされているか 4 90 4 90 4 90 4 90 HP上情報公開資料

8
情報

システム
情報システム化等による業務の効率化が図られているか 4 80 4 80 3 70 3 70

学生連絡アプリ（MyiD）、会計・

学生管理・文書管理システム

項目評価（平均） 3.8 82.5 3.8 81.9 3.6 81.3 3.6 81.3

①現状・課題

1

2・3

4

5

6

7

8

②今後の改善方策

7

8

③特記事項

運営組織

1. 事務組織

2. 意思決定機関

3. 諸規定の制定

4. 学則、細則、内規等の整備

5. 防犯対策

6. 個人情報の保護

7. セクシャルハラスメント対策

(1)事務組織の明確化

(2)学校運営会議、教育会議などの定期的開催

(3)各会議の内容と適性さ

(4)諸規定の整備及び職業安定所への届出

(5)諸規定の定期的な見直し

  （時期・方法・組織）

(6)学則等の定期的な見直し

  （時期・方法・組織）

(7)学生及び文書、備品等を守るための防犯

   対策の整備

(8)各教職員の防犯に対する認識の徹底

(9)学校安全保険計画、消防計画の作成

(10)個人情報保護法の遵守

(11)セクシャルハラスメントの防止・対応

    マニュアルの作成

(12)相談窓口の設置と適切な対応

募集・教育・予算面を含め、重点方針に倣った運営を各室・各科で策定している。

教育方法についても、コミュニケーション力の強化を中心に据え、対面での授業とPC・タブレット等のデバイスを利用した授業の双方を実施している。

学校の意思決定プロセスは個人の提案も大切にし、内容が良いものについては、起案者→室会議→室長会議→企画運営会議→統括会議という流れで最終

決裁される。学生からの各種届出、講師からの提出物等は、各用紙に関係部署の検印欄を設け、確認している。学科毎のスケジュールや実行されている

ものの学校内共有。

人事・給与に関する規定は学園総務部が担当し整備されている。規定の改定などが行われた際は、学内の連絡ツールによる承認など適正に行われてい

る。職員の採用及び人事等は中村学園の本部が管轄し、非常勤講師の採用については学校で管轄している。

個人情報の取り扱い、また外部との関わりの中で必要最低限の体制は整備されている。年々変更となる制度や規定(規程)に併せて漏れず修正・刷新して

いく。また、周辺地域へのコンプライアンス遵守と共に地域貢献を目指す。地域貢献の一貫として定期的に職員にて周辺のごみ拾い活動を実施してい

る。
情報公開については、プロジェクトの改善方策に則り、閲覧者視点に立った構成に変更された。また更新についてもしかるべきタイミングで適切に行わ

れている。引き続き他校などの取り組みを研究し、より閲覧者に分かりやすいものとなるように改善していく。

翌年度の学園組織は毎年２月に発表され、学校運営に関わる予算・提案等は、各部門上長の承認、または室長会議にて検討・審議を行い、最終は本部長

が決裁する。学校の運営方針と事業計画は本部長が策定し、学園決定機関である統括会議に諮られ決定する。

各室、各学科の責任者はそれぞれの目標を設定し、その目標に向けた対策をたて職務・業務分掌に則り連携して運営している。

評価項目

22年度から全学科で運用を開始したMyiDにより、成績表記載の出席率掲載が容易となった。また、MyiDを利用した学生への随時連絡機能を使用するこ

とで、教員間での送受信や内容の共有、学生への連絡もスムーズに行うことができるようになった。

情報公開の内容により、深度の浅い場所に掲載するなどの工夫を行う。

他校と比べ使用教室が多く、時間割作成時に多くの時間を要するため、時間割作成システム等を検討していく。

　特になし

3/12



（3）教育活動

評価 点数
23年度

評価

23年度

点数

22年度

評価

22年度

点数

21年度

評価

21年度

点数
評価根拠 評価指標・観点

1 教育理念等に沿った教育課程の編成・実施方針等が策定されているか 3 70 3 70 3 70 3 70
教育課程編成委員会資料、

教育課程表、シラバス

2
教育理念、育成人材像や業界のニーズを踏まえた学科の修業年限に

対応した教育到達レベルや学習時間の確保は明確にされているか
3 70 3 70 3 70 3 70

入学案内書、キャンパスライフマ

ニュアル、シラバス、教育課程表

3 学科等のカリキュラムは体系的に編成されているか 3 70 3 70 3 70 3 70
教育課程編成委員会資料、

教育課程表

4
キャリア教育・実践的な職業教育の視点に立ったカリキュラムや

教育方法の工夫・開発などが実施されているか
3 75 3 75 3 70 3 65

教育課程編成委員会資料、

シラバス、講師会議分科会資料

5
関連分野の企業・関係施設等や業界団体等との連携により、

カリキュラム作成・見直し等が行われているか
3 75 3 75 3 75 3 75 教育課程編成委員会資料

6
関連分野における実践的な職業教育（産学連携によるインターンシップ、

実技・実習等）が体系的に位置づけられているか
3 75 3 75 3 70 3 70 協定書、講師契約書

7 授業評価の実施・評価体制はあるか 3 75 3 75 3 75 3 75
授業改善アンケート

授業報告書

8 職業教育に対する外部関係者からの評価を取り入れているか 3 75 3 75 3 75 3 75
教育課程編成委員会資料

学校関係者評価委員会資料

9
成績評価

単位認定等
成績評価・単位認定、進級・卒業判定の基準は明確になっているか 4 80 4 80 4 80 4 80

キャンパスライフマニュアル、

シラバス

10
免許

資格取得の

資格取得等に関する指導体制、カリキュラムの中での

体系的な位置づけはあるか
3 70 3 70 3 70 3 70 教育課程表、シラバス、重点方針

11
人材育成目標の達成に向け授業を行うことができる

要件を備えた教員を確保しているか
3 70 3 70 3 70 3 70 履歴書、就職支援サイト、求人票

12
関連分野における業界等との連携において優れた教員（本務・兼務含む）を

確保するなど取組が行われているか
3 70 3 70 3 70 3 70

派遣依頼書、就職支援サイト、

求人票

13
関連分野における先端的な知識・技能等を修得するための研修や

教員の指導力育成など資質向上のための取組が行われているか
3 60 3 60 2 55 2 55 研修資料

14 職員の能力開発のための研修等が行われているか 3 70 3 70 3 65 3 60 研修資料・DX教育

項目評価（平均） 3.1 71.8 3.1 71.8 3.0 70.4 3.0 69.6

①現状・課題

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11・12

13・14

②今後の改善方策

3・4・5

6

10

③特記事項

教員

教員組織

教育理念、教育方針に沿い、年に２回開催している教育課程編成委員会の意見を反映し、業界ニーズに合わせ教育課程となるよう毎年度見直している。

評価項目

目標の

設定

教員の確保においては業界や指導内容に精通した者を支援サイト・紹介を通じて確保している。

指導力等に関する研修は法人全体で毎年実施している。また、専門学校各種学校協会主催の研修会にも参加している。

自発的に研修や関連のエキスポに参加する教員も増え、法令や業務形態の変化にも対応が可能となっている。

25年度から授業時間が90分に変更されるため、改めて各科カリキュラム・授業内容の編成を行う。

ブライダル業界の受け入れ先は増加したが、エアポート関連のグランドスタッフ・キャビンアテンダントの受け入れ先が少ない若しくはない状況となっ

ているため、継続して企業に打診していく。

放課後を利用し、語学関連の校内スクールを実施しており、検定受験率・取得率の向上を目指し、業界を問わない検定の講座・補講を検討。

Ⅰ カリキュラム

　1. 学科科目の授業内容

　2. 実技科目の授業内容

　3. 実習の内容

　4. カリキュラム以外の教育

　(1)教育理念、目標の反映

　(2)カリキュラムの構成

　　 (教養科目と専門科目、座学と実習等)

　(3)カリキュラムに対する学生・卒業生の評価

　(4)カリキュラムの定期的な点検及び見直し

　(5)実習システムの現況と今後の見直し

Ⅱ 教育の方法

　1. シラバス

  2. 授業研究

　(1)シラバスの作成・学生への提示状況

　(2)教育方法の工夫・研究の取り組み

　(3)生徒・学生の授業評価とその反映

　(4)卒業生・企業等の評価と活用

　(5)成績不良者への対応

Ⅲ 教育の評価

　成績評価基準等

Ⅳ 成績評価

　1. 定期試験、単位認定等に対する評価方法

　2. 卒業・進級試験に対する評価方法

　(1)学則、細則、内規に準拠した評価

　(2)各成績判定者の審査基準、意志の統一

　(3)評価の客観性・妥当性・信頼性・公平性

Ⅴ 資格試験

　1. 対策方法

　2. 合格率

　(1)年度別合格率の推移、問題点の把握と対策

　(2)不合格者への対応

Ⅵ 教員の組織

　1. 専任教員と非常勤講師の人数の割合

　2. 教員の年齢構成

　3. 担当教科と各自の時間数

　4. 業務分掌

　5. 採用方法と人事考査

  6. 教員の資質向上

　(1)専任教員と非常勤講師との数的・男女

　　 バランス

  (2)教員の平均年齢とバランス

　(3)1人当たりの担当授業時間数の点検

　(4)担当業務の内容と全体のバランス

　(5)定期的な人事考査の実施

　(6)教員の教育能力開発への取り組み状況

　(7)教員1人あたりの学生数の割合

Ⅶ 職員の組織

　1. 事務分掌

　2. 採用方法と人事考課

　3. 職員の資質向上

　4. 産業界との連携による教育活動の体制整備

　(1)職員の人数並びに年齢構成、男女バランス

　(2)担当業務の内容と全体のバランス

　(3)定期的な人事考査の実施

Ⅷ 各部・課間の連携

　各職員の意思疎通

　(報告・連絡・相談)

年に２回実施される教育課程編成委員会において、学科ごとに当年の教育課程を説明し、企業や業界団体の方々からの意見を取り入れ教育課程の見直し

を行い、次年度の教育課程に可能なものから反映させている。

昨年度に比べ、更に各業種共に実習受け入れ先が増えたことで、学生がより自身が目指す業界での実習が可能となった。

各期「授業改善アンケート」を学生に実施し、教員は各自の授業について「授業評価報告書」を提出する。

頂いた意見を基にハード面の要望などから順次改善を行っている。

年２回実施される教育課程編成委員会において、学科ごとに当年の教育課程を説明し、企業や業界団体の方々から意見をいただいている。

加えて年１回学校の自己点検に対する外部評価として学校関係者評価を受けている。

２１年度より再評価制度を変更し運用。再評価補講についても適切な運用している。

資格取得率は学科別目標において明確な数値目標を定めている。学科において在学中に取得すべき資格・検定については、予め検定費用を徴収し、教育

課程内で資格取得にむけた内容を含めて指導している。また検定試験前に放課後を利用して対策補講を実施している。

教育方法

評価等

学校・学科の目指す育成人材像と併せて、科目毎の到達目標・学習時間を明記したシラバスを作成し、学生にも説明を行っている。

学校の共通科目、学科ごとの特色ある専門科目を各年前後期と４つの学期を設け、段階的に学べる教育課程を編成している。

2年間で学ぶべき内容や科目のつながりは、各科コースで作成している履修科目一覧で確認ができる。

ICTを活用した授業だけではなく、学生と教員が繋がるツールとしての使用も行い、授業資料や写真の共有など多岐にわり活用している。　また、企業

実習を行った学生の実習報告をオンライン化したことで、随時確認とフィードバックを容易に行うことが可能となった。

企業連携が増加してきたため、実習の拡充を進めると共に、学校と企業で取り交わす内容を審議していく。
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（4）学修成果 評価指標・観点

評価 点数
23年度

評価

23年度

点数

22年度

評価

22年度

点数

21年度

評価

21年度

点数
評価根拠

1 就職率 就職率の向上が図られているか 4 95 4 90 4 90 4 85
実態調査、就職活動実績表、

校内説明会実施表

2
資格・免許

の取得率
資格取得率の向上が図られているか 3 60 3 60 3 60 3 65

重点方針、検定結果一覧表

補講スケジュール

3 卒業生・在校生の社会的な活躍及び評価を把握しているか 3 60 3 60 3 60 3 60
卒業生情報

（一部送付いただける企業のみ）

4
卒業後のキャリア形成への効果を把握し

学校の教育活動の改善に活用されているか
3 60 2 60 2 60 2 55

5 評価目標
教育及び実習等を委託する場合、その目的、要望事項及びそれに対する

評価項目等の依頼を明確にしているか
3 75 3 75 3 75 3 70 協定書、シラバス

項目評価（平均） 3.2 70.0 3.0 69.0 3.0 69.0 3.0 67.0

①現状・課題

1

2

3・4

5

②今後の改善方策

1

2

3

③特記事項

評価項目 Ⅰ 入学者の状況

　1. 就職率・推移

　2. 資格取得率・推移

　(1)就職、資格取得、中退予防等の取組

　　 が適切か

　(2)動向分析

Ⅱ 卒業生の状況

　卒業生の活躍の状況

卒業生

在校生の

社会的評価

希望業界への就職が多く叶い、一昨年に先決内定ルールを取りやめたことで複数企業を受験することが可能となった。

業界だけでなく希望就職先へ進める学生が増加。希望就職者は昨年（2023年）から4.6％上昇し99.4％とコロナ前同水準となった。

受験者数は入学者数に伴い減少したが、全体として前年度同様の合格率を推移。

在校生については実習手帳を基に企業からの評価を確認、卒業生については企業訪問時や弊校来校時に近況報告を受けている。　23年度は新たな取り組

みとして学校主体の同窓会を開催し、卒業生の近況や業界情報の把握に努めた。

実習を行っている学生の生活を守る内容（就業時間制限・寮完備等）を協定書に盛り込むことで、より具体的に企業からフォローいただけるようになっ

た。生活様式の急激な変化に遅れをとることなく、常に情勢を見極めながらブラッシュアップを行っていく。

　特になし

受験者数・合格率が著しく上下した資格について、特に低下したものについては受験時期やカリキュラムの検討を行い、今後の合格率向上を目指す。

先決内定ルールがあったことで、募集定員に入ることが出来ていた学生もいたため、23年度の運用メリット・デメリットを明確にし、今後の就職活動支

援を検討していく必要がある。

卒業後のアプリ削除について、どのように周知していくか検討。
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（5）学生支援

評価 点数
23年度

評価

23年度

点数

22年度

評価

22年度

点数

21年度

評価

21年度

点数
評価根拠 評価指標・観点

1
就職等

進路
進路・就職に関する支援体制は整備されているか 4 80 4 80 3 75 3 75 キャリアサポートセンター、求人票

2
中途退学

への対応
退学率の低減が図られているか 3 70 3 70 3 70 3 65

スクールカウンセラー、

個人面談実施表

3 学生相談に関する体制は整備されているか 4 80 4 80 4 80 4 80
スクールカウンセラー、

個人面談実施表

4 留学生に対する相談体制を整備しているか 4 85 4 85 4 85 4 80
スクールカウンセラー、

個人面談実施表

5 学生に対する経済的な支援体制は整備されているか 4 90 4 90 4 90 4 90
学費サポート制度、

学費管理フロー

6 学生の健康管理を担う組織体制はあるか 3 65 3 65 3 65 3 60 スクールカウンセラー・定期健康診断

7 課外活動に対する支援体制はあるか 4 80 4 80 3 75 3 75 SAM議事録、規約

8
保護者

との連携
保護者との連携体制を構築しているか 4 85 4 85 4 85 4 80 保護者説明会（実習・就職）

9 卒業生への支援体制はあるか 3 60 3 60 3 60 3 60 キャリアサポートセンター

10 社会人のニーズを踏まえた教育環境が整備されているか 2 55 2 55 2 45 2 45 夜間部の設置

11
高校

との連携

高校・高等専修学校等との連携による

キャリア教育・職業教育の取組が行われているか
4 80 4 80 3 75 3 75

高校での模擬授業・マナー指導

ガイダンス依頼書

項目評価（平均） 3.5 75.5 3.5 75.5 3.3 73.2 3.3 71.4

①現状・課題

1・2

3・4

5

6

7

8

9

10

11

②今後の改善方策

・退学した学生の要因（例：業界意欲喪失/人間関係）を取り纏め、退学者を減少させるための方策を検討していく。

・引続き学生情報の共有を強化し、担任以外の教員でも相談・指導ができる体制を構築していく。

・高校生や社会のニーズを把握し、今後も必要な改善（コース新設・再開等）を行う。

③特記事項

相談があった場合は、卒業生への転職支援として、キャリアサポートセンターの利用、転職相談等行っている。

ホテル科国際ホテルコースを、24年度募集より新たにホテル科英語コースの募集を開始。

25年度募集より新たにテーマパーク科テーマパークコース・ダンス専攻の募集を開始。

高校でのガイダンス等はコロナ依然と同様を推移。

学生相談

学生生活

卒業生

社会人

継続して、担任・就職担当による個人面談、学生ケアと共に学校生活状況把握に努めたことで目標を達成。（前年同様の数値）

評価項目

Ⅰ 進路・就職対策

　1. 進路指導、相談

　2. 進路状況（就職、独立開業、進学等）

　3. 求人の開拓

　4. ハローワーク等公的支援機関との連携

　(1)担任、担当者による進路・就職相談の実施

　(2)卒業後の進路調査の徹底

　(3)新たな求人開拓のための活動

　(4)卒業生への進路のサポート体制

Ⅱ 学生相談

　(1)カウンセラーによる学生相談室の設置

　　 並びに相談システム

　(2)相談者の守秘義務の徹底

　(3)相談内容によるカウンセラーと教職員

　　 の連携

Ⅲ 経済支援・健康管理

　1. 奨学金

　2. 学生寮

　3. 健康診断

　(1)奨学金制度の整備

　(2)奨学金貸与者の推移

　(3)学生寮の有無、管理・サービス状況

　(4)定期健康診断の実施及び受診項目

Ⅳ 中退対策・中途退学者の状況

　1. 学科、学年別の退学者の推移

　2. 過去の月別退学者の状況

　3. 理由別退学者の状況

　(1)中途退学への対応

Ⅴ 卒業生・社会人への支援対策

　再教育・相談

　(1)卒業生のフォローアップ状況

・経済的なサポート制度などについて、学務担当以外の教員も詳細を把握し、学生へ案内が出来る様にする。

スクールカウンセラーを配置しており、プライバシー保護を意識し学外での相談体制を整えている。

担任による個人面談の実施と合わせて各教職員がそれぞれの専門に則した学生相談を行っている。

国や学生支援機構が行った経済支援を職員側でも制度理解を進めることで、学生・保護者に対して適切な案内を行うことができた。

また、学費納入が滞る学生と面談を実施し、一部学費納入期限を延ばすなど対応を行った。

学校提携の医療機関があり、メンタルヘルスについてはスクールカウンセラーを配置し、学校内に一時的な休憩室を設置している。著しい体調不良や怪

我が発生した場合は、「学生状況連絡票」の記入と、内容に応じて「アクシデント・インシデントレポート」を提出することとしている。

学園のクラブ（SAM）活動、大型イベントの実施も可能となり、多くの学生が参加できるようになった。

マスクの着用などは個々に任されるようになったが、可能なかぎり着用するよう教員から促した。

学生預り金の使用状況を明確化し保護者へ案内を行った。また、課外活動の主旨と参加同意書を送付する事で、課外活動実施の必要性や安全性を伝え

た。

　特になし
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（6）教育環境

評価 点数
23年度

評価

23年度

点数

22年度

評価

22年度

点数

21年度

評価

21年度

点数
評価根拠 評価指標・観点

1 施設・設備は、教育上の必要性に十分対応できるよう整備されているか 4 80 4 80 3 80 3 75 在籍表、時間割

2 学校施設・備品等が定期的に管理・点検されているか 3 70 3 70 3 65 3 65 備蓄品管理

3
学外実習

インターンシップ等
学外実習、インターンシップ、海外研修等の実施体制を整備しているか 4 80 4 80 3 75 3 70

シラバス、研修しおり、

条件確認書、協定書、各種保険

4 防災に対する体制を整備し、適切に運用しているか 3 70 3 70 3 70 3 70
災害対策・緊急地震・緊急初動マ

ニュアル、備蓄品、危機管理

5 学内における安全管理体制を整備し、適切に運用しているか 2 55 2 55 2 50 2 50
災害対策・緊急地震・緊急初動マ

ニュアル、危機管理

項目評価（平均） 3.2 71.0 3.2 71.0 2.8 68.0 2.8 66.0

①現状

1

2

3

4・5

②今後の改善方策

③特記事項

評価項目

施設

設備等

Ⅰ 施設・整備

　1. 講義室、2. 演習室、3. 実習室、

　4. 教員室、5. 事務室、6. 図書室、

　7. 保健室、8. 教員研究室、9. その他

　(1)施設の使用状況

　(2)普通教室、実習室の面積

　　（全体、学年1人あたり）

　(3)自学、実習室の有無

　(4)バリアフリー化への着手・状況

　(5)施設全体の衛生面の状況

　(6)各室の安全性、セキュリティ対策の状況

　(7)図書室の面積

　(8)蔵書数の充実度、蔵書の分野別のバランス

　(9)図書室の利用方法と利用状況（貸出含む）

　(10)卒業生の利用希望への対応

Ⅱ 機材・備品

　(1)教育用機器備品の整備、充実度

　(2)視聴覚、情報機器の整備、充実度

　(3)教材、備品の科目別の使用頻度

Ⅲ インターン・実習等の環境

　1. 校外実習

　2. 研修（海外研修含む）

　3. 体験学習

　4. インターンシップ

　(1)学校行事による学生間、学年間の連帯

　　 意識の育成

　(2)学校業による学生、教職員間の連帯

　　 意識の育成

Ⅳ 危険管理と危機管理

　1. 学生の問題行動

　2. 実習授業中等の事故

　3. 防災対策

　(1)担任制による学生への対応の徹底と認識

　(2)正課授業内に発生した事故への適切かつ

　　 迅速な対応

　(3)防災の対応マニュアルの作成と適切な対応

防災

安全管理

教室で使用するハード面（モニター・電気）について、昨年度より入れ替えを実施し、おおよその使用教室の変更が完了した。

エアポート実習室に新たな航空座席、オーバーヘッドビン（手荷物収納棚）を新たに設置し、授業内で運用を開始した。

新学期準備、大掃除、什器点検、備品確認を行い、設備についても定期的な点検を実施している。　昨今の自然災害に備え、災害備蓄品の種類・数量の

確認を行うと共に、保管場所の把握を全職員に改めて周知した。

課外授業や研修について、コロナ以前と同様に実施することがかのうとなった。マスク着用についても任意とし、個々の意思を尊重しながら運営。

コロナ対応の段階的な引き下げと共にガイドラインの定期的な見直しを行い、感染者の把握を容易に出来るようシステム内に罹患ワークフローを設置。

防災訓練時に不在の職員・講師へのフォローアップを実施。

・研修旅行などの学外でのイベントに関しする催行可否のルール、問題発生時の連絡ルートなどの全体周知。

・通信状況（Wi-fi）を整備し、今後タブレットを使用したオンライン授業に向け、環境を構築していく。

2025年度より、学科により学生にタブレットを購入していただき、授業で使用することを検討中。

・災害備蓄品の種類を検討し、食料品については賞味期限や個数を確認し、不足分を即時補充する。
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（7）学生の受け入れ募集

評価 点数
23年度

評価

23年度

点数

22年度

評価

22年度

点数

21年度

評価

21年度

点数
評価根拠 評価指標・観点

1 高等学校等、接続する教育機関に対する情報提供に取り組んでいいるか 4 80 4 80 3 80 3 75
入学案内書、情報公開資料、

News Letter

2 学生募集活動を適切、かつ、効果的に行っているか 4 80 4 80 4 80 4 80 入学願書、募集要項

3 学生募集活動において、教育成果は正確に伝えられているか 3 75 3 75 3 75 3 75 入学案内書、学校ホームページ

4 入学選考 入学選考基準を明確化し適切に運用しているか 4 80 4 80 4 80 3 80 募集要項

5 経費内容に対応した妥当な学納金であるか 4 85 4 80 4 80 4 80 募集要項

6 入学辞退者に対し、授業料等について適正な取り扱いをおこなっているか 4 85 4 85 4 85 4 85 募集要項

項目評価（平均） 3.8 81 3.8 80 3.7 80 3.5 79

①現状・課題

1

2

3

4

5

6

②今後の改善方策

1

2

3

6

③特記事項

Ⅰ 学生募集広報

　1. 活動の時期

　2. 活動方法並びに状況

　3. 効果と実績

　(1)広報活動開始の時期、方法

　(2)誇大広告の自己点検（学校案内等）

学納金

提供する資料内に就職先、内定率、業界情報等を盛り込み、学校に関する情報と合わせて業界についての詳細情報の提供に努めた。

また、資格受験者数並びに合格率、訪問先出身者の資格取得、実習先等を含めた学校生活状況を伝えた。

徐々に観光業界も回復の兆しが見えてきたため、業界へ不安を持っている学生・保護者のケアに努めた。

入学案内書及びホームページを利用し、内定先、求人社数、就職率を掲載。入学案内書には専門分野の資格合格率を掲載することで、より見える化を

図った。

特待生面接の客観性・公平性を増すために、面接に加えてグループワークを継続実施。

昼間部で必須としていた国内・海外研修を任意研修とした。昨今の物価高を考慮し妥当性のある学納金設定とした。

募集要項上に辞退における学納金返却について記載をしている。辞退者は辞退届を記入し、学校は学納金返却に係る書面を用意し、取り交わしを行う。

評価項目

学生

募集

活動

保護者説明会資料や高校訪問資料に業界ニュースを載せることで、現状を正しくお伝えするツールとする。

募集イベントの参加者へ対応する際に全教職員が自身の学科以外の他科の魅力等しっかりと伝えていけるよう理解を深めていく。

資格の取得数だけでなく、合格率などしっかりと伝えていく。

返金に係る記載をより分かりやすく適切な表現とすることを検討する。

円安・物価上昇により、25年度入学生の各種費用金額を検討。
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（8）財務

評価 点数
23年度

評価

23年度

点数

22年度

評価

22年度

点数

21年度

評価

21年度

点数
評価根拠 評価指標・観点

1 財務基盤 学校及び法人運営の中長期的な財務基盤は安定しているか 3 75 3 75 4 80 4 80
資金収支計算書、貸借対照表

事業活動収支計算書

2 教育目標との整合性を図り、単年度予算、中期計画を策定しているか 3 75 3 75 3 75 3 75 予算書

3 予算及び計画に基づき、適正に執行管理を行っているか 4 90 4 90 4 80 3 75 予算集計表

4 監査 私立学校法及び寄付行為に基づき適切に監査を実施しているか 4 80 4 80 4 80 4 80 会計監査資料

5
財務情報

の公開
私立学校法に基づく財務情報公開体制を整備し、適切に運用しているか 4 80 4 80 4 80 4 80 情報公開資料

項目評価（平均） 3.6 80.0 3.6 80 3.8 79 3.6 78

①現状・課題

1

2

3

4

5

②今後の改善方策

③特記事項

Ⅰ 財務状況

　1. 財務状況

　(1)学校経営における適正度の点検

Ⅱ 監査

Ⅲ 財務状況の情報公開

予算

収支計画

コロナは落ち着いたが、観光サービス分野の学生(日本人）は昨年に続き減少傾向となっており、対策は急務。

学園としては、学園本部と学校事業本部連携により、単年及び中長期計画を策定しており、総じて財務基盤は安定している。

具体的な目標の設定を行った後、達成に必要な事柄を検討し、予算策定の手順に則り単年度予算を策定して計画的に執行している。

中期計画は学園本部と連携し策定している。

執行管理は、学校単位で四半期毎に行われ、学園各責任者が集まる統括会議、理事会において確認される。予算に対して80%未満、

110%以上の執行相違があった場合には説明が求められる。

適正に外部監査を受けており、結果は理事会・評議員会に報告している。

評価項目

私立学校法に基づく項目及び高等教育の修学支援新制度の公表項目である貸借対照表・収支計算書・財産目録・監査報告書を

ホームページ上に公開している。

・四半期ごとに行われる予算実績対比の差異理由を各担当者がしっかりと把握する。

　特になし

・授業の質を担保した上で、学内全体で節電等の効率的な運営の共通意識を持つ。
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（9）法令等の遵守

評価 点数
23年度

評価

23年度

点数

22年度

評価

22年度

点数

21年度

評価

21年度

点数
評価根拠 評価指標・観点

1
法令基準等

の遵守
法令、専修学校設置基準等を遵守し、適正な学校運営行っているか 4 90 4 90 4 90 4 90 学則変更届

2 個人情報保護 学校が所有する個人情報保護に関する対策がとられているか 3 60 3 60 3 60 3 60 各種システムの閲覧制限

3 自己評価の実施体制を整備し、問題点の改善を行っているか 3 70 3 70 3 65 3 60
学校評価委員会

学校ホームページ

4 自己評価結果を公開しているか 4 80 4 80 4 80 4 80 学校ホームページ

項目評価（平均） 3.5 75.0 3.5 75.0 3.5 73.8 3.5 72.5

①現状・課題

1

2

3・4

②今後の改善方策

③特記事項

Ⅰ 法令遵守の状況

Ⅱ 適切な学校評価の取組

　(1)学則等規程の点検

　(2)組織内の体制整備の点検

　(3)評価結果の改善点の点検
学校評価

教育課程、学科名変更、学科廃止手続等について法令遵守のうえ、総務部と連携し適切な手続きを行っている。

諸手続きや留意点等を教職員で共有し理解度も高まっており、適正な学校運営を行っている。

学内システムのＩＤ・パスワード設定及び閲覧制限等を設けている。教職員だけでなく、非常勤講師に対しても個人情報の取り扱いについて

注意喚起を行っている。メールによる個人情報の取り扱いについては、BCC活用やパスワード機能を利用している。

各室より代表者を選出し、様々な観点から意見を出し合うことで、学校評価の質向上と学校をより良い環境にしていこうという意識・意欲が高まった。

外部評価委員から頂いた内容を基に、内部では気づかない点についても意識が向くようになり、さらなるブラッシュアップしていく。

・個人情報保護の規定を設けるなど、学内のルールを整備する。

・学校評価メンバー内で発見した課題提起と学校評価をいかに学内に浸透させていくか方法を検討する必要がある。

　特になし

評価項目
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（10）社会貢献・地域貢献

評価 点数
23年度

評価

23年度

点数

22年度

評価

22年度

点数

21年度

評価

21年度

点数
評価根拠 評価指標・観点

1 学校の教育資源や施設を活用した社会貢献・地域貢献を行っているか 4 85 4 85 4 85 4 80
キッズハッピープロジェクト、

職場体験（中学生・高校生）

2
地域に対する公開講座・教育訓練（公共職業訓練等を含む）の受託等を

積極的に実施しているか
2 40 2 40 2 40 2 40 なし

3 ボランティア 学生のボランティア活動を奨励、支援しているか 3 65 3 65 3 60 3 60 SAM議事録

項目評価（平均） 3.0 63.3 3.0 63.3 3.0 61.7 3.0 60.0

①現状・課題

1・2

3

②今後の改善方策

③特記事項

・小学生、高校生対象のお仕事体験会がメインとなっているため、中学生向けの行事も検討していく。

・一般の方に対する講座、教育訓練だけでなく、検定試験などでの会場貸し以外の方法も検討していく。

　特になし

評価項目

社会貢献

地域貢献

Ⅰ 社会貢献等の取組

　1. 活動への支援状況

　2. 公開講座・教育訓練等

　(1)教職員・学生・生徒が活動するための

　　 学校の支援体制

　(2)公開講座・教育訓練等の実施状況

24年度は小学生対象の【キッズハッピー】年2回、中高生対象の【仕事の学び場】年1回を実施。例年課題となっている一般の方への公開講座・教育訓練

の実施は、現状検討段階のまま進展していない状況であるため、専門分野（学科）だけでなく、一般分野（秘書検定・英検等）の講座または施設の貸し

出しなども併せて検討していく。

ビーチクリーン、赤い羽根募金等のボランティアを継続的に実施。　地域貢献やボランティアにより自身や周囲にどのような効果が生み出されるのかを

説明に盛り込み、更に募集が集まるよう取り組む。
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（11）国際交流

評価 点数
23年度

評価

23年度

点数

22年度

評価

22年度

点数

21年度

評価

21年度

点数
評価根拠 評価指標・観点

1 留学生の受け入れ・派遣について戦略をもって行っているか 4 80 4 80 3 75 3 75 重点方針

2
留学生の受け入れ・派遣、在籍管理等において

適切な手続き等がとられているか
4 85 4 85 4 85 4 85 募集要項、在籍管理表

3 留学生の学修・生活指導等について学内に適切な体制が整備されているか 3 70 3 70 3 65 3 65
履修科目一覧

担当職員の配置

4 学修成果が国内外で評価される取組を行っているか 3 65 3 65 3 60 3 60
スピーチコンテスト

卒業研究プレゼンテーション

項目評価（平均） 3.5 75.0 3.5 75.0 3.3 71.3 3.3 71.3

①現状・課題

1

2

3

4

②今後の改善方策

③特記事項

　2024年度自己点検 総合評価（平均） 3.3 71.8 3.3 71.8 3.3 70.6 3.2 70.2

本年度に定めた重点的に取り組むことが必要な目標に対して、掲げた目標数値をおおよそクリアすることが出来た。

一方コロナ禍が明けたが、入学者数が目標数値を大幅に下回り、コロナ禍で打撃を受けた観光サービス業界（観光・エアライン業界）に対する世間の印象が未だ完全には回復しておらず、

業界印象を回復させると共に、学科毎の新たな魅力付けをすることが急務である。

 

24年度　＜重点数値目標＞

　入学者数210名に対して193名　88％

　１年生中退率6.0%未満に対して5.7％　5.8

　授業満足度75％以上に対して81％　81

　入学満足度80％以上に対して83％　82

　卒業生就職率95％以上に対して97％　95

 

自己点検評価については、前述を踏まえ昨年同様に文部科学省の「専修学校における学校評価ガイドライン」の評価指標・観点に基づく自己点検を行った。

コロナにより様々な様式が変わり、ICTや規程・規則など世間から後れを取らぬようハード・ソフト面での改善を実施したことで、全体的に評価のポイントは上がった。

留学生の入学者数についても、日本への入国を待機されていた人員が一様に入学してきたため、募集定員を上回る応募が実現した。

しかし、日本人については昨年度を下回り厳しい状況が続いているため、学校・学科の特徴・魅力付けを行うと共に、企業や卒業生など業界情報の収集に努め、募集回復を図る。

評価項目

留学生

受け入れ

・24年度についても、今年度と同様の入学者数が見込まれるため、学校内の規定・規則の見直しや、授業使用教室の割り振りなど、新年度開始となった際も滞り

の

　内容に準備する。

・日本人学生と留学生が一つの学校で勉学に励む環境を活用し、積極的な交流方法を検討する。

・以降も学内での発表会等は、発表教室と別教室で聞く学生を分けてオンラインで繋ぐ等、工夫をする。

日本人学生と留学生の交流について、現在、日本人学科2年次の科目名「国際交流」にて、留学生に対して日本人学生が日本文化等を英語を用いてプレゼンする

授業を実施。

７．総評

Ⅰ 留学生の受入れ等における適切な管理

Ⅱ 国際交流の状況

　(1)留学生の受入れ・派遣のための体制整備

　(2)国際交流の枠組み

留学生

指導

留学生に対応する独立事業部「国際部」を設置して8年目。

コロナ禍が明けたこと、併せて西日本まで募集を募集地域を拡大したことにより、入学制の大幅な増に繋がった。

23年度も在籍管理が適正に行われている適正校*として認められている。*適正校は入学後の在留資格「留学」が原則2年間付与される。

適切な管理手続きを行うため、出願時は書類（日本語学校時代のアルバイト時間や納税状況など）や面談における確認、入学後においても定期で

個別面談を実施し学生状況を確認した。

学生指導にあたっては、担任より学園生活や就職に伴う指導を行い、出席管理についても学務室を設置し、よりリアルタイムで出欠を管理した。

23年度はコロナ禍以前と同様に、企業を招聘し外部会場にてスピーチコンテストを開催。

また、複数のホテル企業よりアルバイト募集を頂き学生が参加したことで、一定の評価を得る事が出来た。
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